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１ 吉川市の事務事業評価 
（１） 事務事業評価とは 

 吉川市で行っている事務事業評価は、市が実施しているすべての事務事業について、

対象、手段、意図、人件費を含めたトータルコストなどを明らかにするとともに、活

動や成果の数値化、実績の測定・点検・検証、妥当性・有効性・効率性の評価を行う

ことで、事務事業の継続的な改善を図るもので、ＰＤＣＡサイクル（マネジメントサ

イクル）により、計画（Plan）を立て、実行（Do）し、評価（Check）して、改善（Action）

に結び付け、次の計画に反映させていくという手法です。 

 

 

 

（２） 事務事業評価導入の目的 

 継続的改善により、効果的で効率的な行政運営を行うとともに、市民への説明責任

（アカウンタビリティ）を果たしていくことを目的として事務事業評価制度を導入し

ました。 

 

（３） 計画・予算・評価の連携 

 吉川市総合振興計画の「実施計画」、予算編成における「細々目事業」、及び「事務

事業評価事業」を一致させ、計画・予算・評価の連携を図っています。また、「事務事

業評価」を行ったシートは、各年度の決算の説明資料としての「主要施策成果表」に

活用しています。  

Ｐｌａｎ

(計画)

Ｄｏ

(実施)

Ｃｈｅｃｋ

(評価)

Ａｃｔｉｏｎ

(改善)

ＰＤＣＡサイクル 
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２ 令和４年度事務事業評価の実施概要 

（１） 評価の対象 

 一般会計、特別会計及び水道事業会計に属する全ての事務事業を評価の対象にして

います。 

 

（２） 評価の主体 

 それぞれの事務事業の方向性について、「一次評価」については所管課長が行い、「二

次評価」については所管部長が行います。 

 

（３） 評価の手法 

① 事業評価 

 事前評価時の目的（対象・手段・意図）及び役割分担（行政の関与）が妥当であっ

たか事後評価を行います。 

 また、有効性において、目標達成度により今後成果向上の余地があるか、上位施策

への貢献度があるか評価を行います。目標達成度は活動結果と成果結果からなり、そ

れぞれ主要な活動指標または成果指標の実績に基づき評価を行います。 

さらに、効率性において、トータルコストと活動指標により、単位当たりの経費を算

出し前年度と比較したうえで、コスト改善の余地があるか、受益者負担適正化の余地

はあるか評価を行っています。 

 

② 改革改善 

 これまでの改革改善の取組みや、事業を取巻く環境やニーズの変化から、行財政改

革大綱と関連させて事業の点検確認を行い、今後の改革改善の必要性について評価し

ています。 

 

③ 事業の方向性（一次評価、二次評価） 

 事業評価及び改革改善の必要性などに基づき、今後の事業の方向性を評価します。 
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３ 評価結果の概要 

（１） 対象事務事業数 

  
事務事業本数 事務事業本数

39本 都市計画課 15本

庶務課 15本 吉川美南駅周辺地域整備課 4本

財政課 11本 道路公園課 13本

市民課 8本 河川下水道課 11本

課税課 9本 教育総務課 25本

収納課 3本 学校教育課 26本

地域福祉課 25本 73本 生涯学習課 22本

障がい福祉課 28本 工事検査課 1本

子育て支援課 25本 会計課 4本

保育幼稚園課 12本 12本 水道課 7本

長寿支援課 38本 議会事務局 10本

国保年金課 25本 選挙管理委員会 5本

健康増進課 16本 監査委員事務局 1本

スポーツ推進課 6本 固定資産評価審査委員会 1本

市民参加推進課 19本 公平委員会 1本

危機管理課 14本 農業委員会事務局 2本

65本 環境課 32本 515本

農政課 27本

商工課 14本

42本 企業誘致担当 1本

合計

産業振興部

こども福祉部

部に属さない課

90本

健康長寿部
その他

85本

20本
市民生活部

部署名 部署名

政策室
都市整備部

総務部

43本

46本
教育部
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（２） 事業評価 

 活動結果について、「達成された、概ね達成された」ものは４１６本であり、８０．８％

になります。 

 成果結果について、「達成された、概ね達成された」ものは４０５本であり、７８．６％

になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 効率性について、「コストが減少している、コストが若干減少している」ものは２０２本

であり、３９．２％になります。 

 

 

 

達成された 概ね達成された 達成度がやや低い 達成度が低い 達成度がかなり低い 評価できない 計

305本 111本 57本 15本 23本 4本

59.2% 21.6% 11.1% 2.9% 4.5% 0.8%

4本

0.8%

279本 126本 54本 14本 34本 8本

54.2% 24.5% 10.5% 2.7% 6.6% 1.6%

8本

1.6%

成果結果

18.4%

515本

78.6%

405本 102本

19.8%

515本

416本

80.8%

活動結果
95本

コストが減少し

ている

コストが若干減少

している

コストがそれほど変

動していない

コストが若干増加

している
コストが増加している 評価できない 計

149本 53本 31本 66本 153本 63本

28.9% 10.3% 6.0% 12.8% 29.7% 12.2%

31本 63本

6.0% 12.2%

515本効率性
202本

39.2%

219本

42.5%
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事業の方向性 ≪一次評価≫ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 事業の方向性 ≪二次評価≫ 

 
 

 

 

 

 

●今後の方針

現状のまま継続 436本 84.7% 1 ○「改善のうえで継続」の場合の展開方針

改善のうえで継続 60本 11.7% 2 拡大する 15本 25.0%

他の事業に統合 4本 0.8% 3 手段を改善する 39本 65.0%

廃止・休止 3本 0.6% 4 縮小する 3本 5.0%

終了・完了 12本 2.3% 効率化する 3本 5.0%

計 515本 計 60本

●今後の方針

現状のまま継続 436本 84.7% 1 ○「改善のうえで継続」の場合の展開方針

改善のうえで継続 60本 11.7% 2 拡大する 15本 25.0%

他の事業に統合 4本 0.8% 3 手段を改善する 39本 65.0%

廃止・休止 3本 0.6% 4 縮小する 3本 5.0%

終了・完了 12本 2.3% 効率化する 3本 5.0%

計 515本 計 60本
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■改善のうえで継続ー拡大する 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 201201 住民情報系システム管理事業 総務部庶務課情報管理担当 

[一次評価]ＤＸの推進として、国が進める情報システムの標準

化・共通化の動向に注視している。 

[二次評価]総務省が策定した自治体ＤＸ推進計画に掲げられて

いる情報システムの標準化・共通化の施策と整合性を図りなが

ら進めていく。 

2 201202 行政情報系システム管理事業 総務部庶務課情報管理担当 

[一次評価]ＤＸ推進として、国が進める情報システムの標準

化・共通化の施策と整合性を図りながら進めていく。 

[二次評価]総務省が策定した自治体ＤＸ推進計画に掲げられて

いる情報システムの標準化・共通化の施策と整合性を図りなが

ら進めていく。 

3 201203 ＤＸ推進事業 総務部庶務課情報管理担当 

[一次評価]埼玉県電子申請システムに加え、国の自治体ＤＸ推

進計画に基づく行政手続きオンライン化を推進していく。 

[二次評価]マイナンバーカードを用いた行政手続きオンライン

化について、推進を図っていく。 

4 301101 民生委員・児童委員活動推進事業 こども福祉部地域福祉課地域福祉係 

地域住民の生活課題が複雑化・複合化しており、民生委員・児

童委員の負担も増加しているため、令和５年度から活動費の見

直しを行い、民生委員・児童委員の負担感の軽減や担い手不足

解消を図る。 

5 301114 包括的支援体制構築事業 こども福祉部地域福祉課地域福祉係 
地域共生社会の実現に向け、重層的支援体制整備に必要な新た

な事業を今後さらに事業化していく。 

6 302211 障がい者計画推進事業 
こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

現行の第 4次障がい者計画が令和 5年度で計画期間を終了とな

るため、令和 6年度から 6年間を計画期間とする第 5次障がい

者計画の策定に向けて、令和 5年度は障がい者計画策定委員会

の設置及び計画策定業務の委託を実施する。 

7 304105 施設型給付事業 
こども福祉部保育幼稚園課保育幼稚

園係 

令和６年４月の開所を目指し、私立幼稚園からの移行に係る支

援を行う。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

8 601115 次世代農業推進事業 産業振興部農政課農政係 

千葉大学園芸学部との連携を深め、次世代農業に関する事業研

究を進める。 

農業拠点施設整備を推進するため、事業の拡大を図る。 

9 703203 道路維持補修事業 都市整備部道路公園課工務担当 

これまでの行政からの視点に加え、地域の主体的な取り組みと

して道路整備の優先順位を判断するなど、地域が願う道路整備

の視点を加えた道路整備の仕組みづくりを構築する。 

10 703207 吉川駅北口駅前広場再整備事業 都市整備部道路公園課工務担当 

・財政負担を軽減させるためには、交付金の獲得が必要不可欠

であることから、他自治体の事例を参考にする必要がある。 

・関係機関等との協議を踏まえ実施設計を作成し、計画的に工

事を進めていく。 

11 704201 雨水排除事業 都市整備部河川下水道課総合治水係 

各雨水ポンプ場と排水機場のポンプ設備に重点を置いて点検整

備を実施してきたが、今後は電気機械設備の詳細な分解点検等

による管理を徹底することで、施設健全化と機能安定化の更な

る強化を図る。また、雨水幹線の除草やポンプピット内の浚渫

も併せて実施することにより、排水機能の低下を防ぐ。 

１２ 704202 雨水排除施設建設改良事業 都市整備部河川下水道課総合治水係 

各雨水ポンプ場の経年劣化が進んでいることや、吉川美南駅東

口区画整理事業の進捗により、引き続き施設更新と雨水管渠整

備を同時並行して実施していく。 

１３ 704207 ポンプ施設管理事業 都市整備部河川下水道課総合治水係 
各雨水ポンプ場の経年劣化が想定以上に進行しているため、施

設更新により健全性や機能性を確保する。 

１４ 802302 教育支援センター事業 教育部学校教育課少年センター 

令和 5年度から、心理士が 1名配置される。主は、就学相談で

あるが、教育支援センターへのかかわりも増えることから、子

どもたちの日々の言動を観察してもらい、指導員が助言を受け

ながら指導にあたることができるよう体制を整える。 

１５ 803109 
市民交流センターおあしす等管理

事業 
教育部生涯学習課生涯学習担当 

令和 5年度に予定している市民交流センターおあしす長寿命化

（中規模）改修工事については、市民交流センターおあしす管

理事業の経年変化を把握するため、別事業として対応する。 
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■改善のうえで継続ー手段を改善する 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 101204 シティプロモーション事業 政策室広聴広報担当 
令和 5年度において「シティプロモーション戦略プラン」を改

定する。 

2 101207 一日市長事務 政策室広聴広報担当 
普段とは違う環境から児童生徒への負担が大きいことが見受け

られるため、引き続きスケジュールを精査していく。 

3 101304 公共交通対策事業 政策室企画担当 

令和 5年度から地域公共交通協議会を設置し、地域公共交通計

画の作成に向けた協議を開始する。 

なお、本事業に、「武蔵野線旅客輸送改善対策事業」を統合す

る。 

4 301205 生活困窮者自立相談支援事業 こども福祉部地域福祉課保護係 

現状の支援体制を継続し、支援対象者の経済的自立または日常

生活の自立、社会生活自立を図る。 

包括的支援体制の一機関を担うことが見込まれるため、令和 7

年度の事業開始に向け体制整備を図る。 

5 302202 障がい者就労支援事業 
こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

施設型就労で働く障がい者が、市民と触れ合いながら働くこと

ができる就労スタイルを検討する。 

6 302204 発達障がい児（者）支援事業 
こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

中川の郷療育センター以外で、巡回支援ができる人材を確保す

る。 

7 302208 緊急時通報体制整備事業 
こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

位置情報サービスについては、全国的にスマートホンが普及す

る中で、GPSを活用した無料アプリや手軽に購入できる小型

GPS等の商品開発が進んでおり、対象や手段等について見直し

の検討が必要であり、同事業を実施している長寿支援課と連携

し、検討を図っていく。 

8 302210 
障がい者（児）日常生活用具給付

事業 

こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

商品開発や情報通信技術の向上などの障がい者を取り巻く環境

を考慮し、品目や基準額の見直しを適宜実施する。 

9 302218 障がい者理解促進事業 
こども福祉部障がい福祉課障がい支

援係 

あいサポート研修の参加者募集は、積極的に周知を図る必要が

ある。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

10 304104 民間保育所特別保育支援事業 
こども福祉部保育幼稚園課保育幼稚

園係 
補助金の見直しを行っていく。 

11 304106 施設型給付補助事業 
こども福祉部保育幼稚園課保育幼稚

園係 
補助金の見直しを行う。 

１２ 304108 地域型保育補助事業 
こども福祉部保育幼稚園課保育幼稚

園係 
補助金の見直しを行う。 

１３ 304201 市立保育所管理運営事業 
こども福祉部保育幼稚園課施設運営

係 

令和 5年度から、第二保育所においても調理業務の外部委託を

始めるので、引き続き、安定的に安心・安全な給食を提供して

いく。 

１４ 304202 一時保育運営事業 
こども福祉部保育幼稚園課施設運営

係 
月の利用制限回数について検討を行う。 

１５ 304203 学童保育事業 
こども福祉部保育幼稚園課施設運営

係 

引き続き夏休み限定の学童保育室利用を実施し、利用の幅を広

げる。 

地域との連携事業や子どもの自主性向上につながる運営を検討

する。 

１６ 401106 生活安心ヘルプサービス事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 

１７ 401107 買い物支援利用助成事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 

１８ 401109 くらしアップデイサービス事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 

１９ 401117 高齢者配食サービス事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 



 10 / １５ 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

２０ 401124 ふれあいデイサービス事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

平成 29年から介護予防・日常生活支援総合事業が始まり、民

間事業者によって同等のサービスを受けることが可能となって

いるため、本事業が果たす役割りについて検討する必要があ

る。 

２１ 401131 
位置情報提供サービス利用支援事

業 
健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

スマートフォンの普及により、個人が簡単に安価で GPS機能を

活用できるため、利便性や費用対効果について検証する必要が

生じている。第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定

する中で、社会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サー

ビスの存在、公平性の観点から見直しを検討する。 

２２ 402301 賦課徴収事業 
健康長寿部国保年金課国民健康保険

税係 

勧奨通知の送付に使用する封筒に喚起を促すなど一瞥して重要

性が認識される方法を検討し、申告割合を高めていく必要があ

る。住民税賦課及び収納課と連絡を密に取りながら、様々な機

会を捉え成果に結びつけられるよう対応する。 

２３ 404103 スポーツ団体活動支援事業 
健康長寿部スポーツ推進課スポーツ

推進係 

[一次評価]スポーツ協会の事業である「なまずの里マラソン」

や「市民体育祭小学校区大会」など、コロナ過で中止となって

いた事業の再開にあたっては、加盟団体や会員と緊密に連携

し、必要に応じて事業規模や内容の見直しを行うなど、より多

くの市民の健康・体力づくりやコミュニティーの醸成に寄与す

るという目的が達成できるよう事業運営を行っていく。 

[二次評価]一次評価「今後の方針」を踏まえ、各団体や会員と

連携しながら事業を実施していくとともに、団体の育成や自立

を促していく。 

２４ 404104 総合体育館管理運営事業 
健康長寿部スポーツ推進課スポーツ

推進係 

[一次評価]施設、設備の更新や修繕については、あらゆる観点

で最適な手法を選択しながら、順次進めていく。また、空調設

備が設置され、稼働することにより、適正な受益者負担につい

ての検討が必要となる。 

[二次評価]一次評価「今後の方針」を踏まえ、利用者が安全か

つ快適に施設を利用できるよう、事業運営に努める。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

２５ 502204 駐輪場管理事業 市民生活部危機管理課交通安全担当 

市営の自転車駐車場は、老朽化や、利用率が少ないなどの課題

があるため、施設の集約など、今後の管理運営について検討を

行う。 

２６ 503102 環境保全推進事業 市民生活部環境課環境保全係 

[一次評価]環境啓発事業の実施にあたっては、これまでの対

面・集合形式のほか、動画配信などデジタルコンテンツの併用

を進めていく。 

[二次評価二次評価]新型コロナウイルス感染症のまん延を契機

とした社会の変化を的確に捉え、環境啓発事業の実施手法につ

いて随時見直しを図る。 

２７ 503104 再生可能エネルギー推進事業 市民生活部環境課環境保全係 

[一次評価]今後の自動車用充電器の普及にあたっては、「公設

公営」から「民設民営」への移行促進を図る。 

[二次評価]再生可能エネルギーの普及促進に資するよう、補助

実績や社会情勢の変化を捉え、補助対象設備等を引き続き検討

する。 

２８ 503113 環境保全協定事業 市民生活部環境課環境保全係 

[一次評価]環境保全協定締結後のフォローアップについて、令

和５年度に「環境パトロールでの実施」を検討する。 

[二次評価]関係機関や関連団体との連携を意識し、効果的な実

施体制を検討する。 

２９ 601102 吉川農産物 PR事業 産業振興部農政課農政係 

消費及び販路拡大に繋がるよう、生産者や関係機関と連携し、

吉川産農産物を PRできる手法を検討する。 

時代のニーズに応じ、適宜、既存イベントの見直しや新たなイ

ベントの創出に取り組む。 

３０ 601107 市民農園管理運営事業 産業振興部農政課農政係 
地域に開かれた市民農園にするため、開放ルールを定め、利用

拡大の検討を行う。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

３１ 601112 農地集積促進事業 産業振興部農政課農政係 

農業経営基盤強化促進法が令和 5年 4月 1日付で改正され、こ

れまで作成を進めていた「実質化された人・農地プラン」が新

たに「地域計画・目標地図」に変更され、法定化された計画と

なった。今後は、地域計画策定に伴い、農地中間管理事業等を

活用することにより、農地の集積・集約化を図る。 

３２ 601209 
農業集落排水事業特別会計運営事

業 
産業振興部農政課農業土木係 

公営企業法の適用により、資産を含む経営状況を把握すること

ができ、将来に渡って持続可能なストックマネジメントの推進

や、経営戦略の改定等に取り組むことが可能となる。 

３３ 602105 住宅改修費補助事業 産業振興部商工課商工観光係 

当選者の工事着工を早められるよう、申請受付期間を前倒して

行えるよう調整する。また、商工会に委託する住宅なんでも相

談会を 4月に行うことで、制度の周知を行う。さらに、申請時

の添付書類について、庁内関係部署の確認とすることで省略

し、市民の負担軽減を図る。 

３４ 703102 道路台帳整備事業 都市整備部道路公園課管理担当 
市民サービスの向上や窓口業務の効率化のため、道路台帳及び

水路台帳に関係する紙媒体資料の電子化を図る。 

３５ 703301 公園維持管理事業 都市整備部道路公園課公園緑地担当 

 引き続き市民の参加による公園等の維持管理を推進するとと

もに、担い手の確保及び活動内容に応じた報償費の適正化を図

る。 

３６ 703302 緑化推進事業 都市整備部道路公園課公園緑地担当 

緑化活動奉仕団体や保存樹木等の所有者との連携、支援によ

り、緑化活動を継続的に推進する。また、活動の活発化につな

がる取り組みについて研究を行う。 

３７ 703303 公園整備事業 都市整備部道路公園課公園緑地担当 

関係部署との連携を図り、ゾーニング及び整備計画の検討に取

り組む。整備後には、有効な利活用が図られるよう施設整備を

推進する。 

３８ 704208 親水啓発事業 都市整備部河川下水道課総合治水係 

まつり会場で使用していた一級河川大場川沿川において河川改

修工事が始まっており、新たな会場として吉川調節地での開催

を検討しているが、開催時期や内容についても検討が必要であ

る。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

３９ 909101 農業委員会運営事業 農業委員会事務局農地係 

農業経営基盤強化促進法が令和 5年 4月 1日付で改正され、こ

れまで作成を進めていた「実質化された人・農地プラン」が新

たに「地区計画・目標地図」に変更された。農業委員会では、

目標地図の素案を作成するため、新たに購入したタブレット端

末を利用し効率的に行う。 

 

■改善のうえで継続ー縮小する 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 301104 紙おむつ等支給事業費助成事業 こども福祉部地域福祉課地域福祉係 

社会福祉協議会が紙おむつ支給事業の見直しを行い、令和５年

度末で事業を廃止予定。当助成事業も廃止するとともに、市と

して真に紙おむつを必要とする方への支援策を検討する。 

2 601116 農業経営拡大・発展等支援事業 産業振興部農政課農政係 令和 5年度は原油等価格高騰対策支援金を実施する。 

3 802304 非行防止活動事業 教育部学校教育課少年センター 

下校時の見守りについては、スクールガード、交通安全指導員

が行っている。補導委員の活動としての見守り活動は縮小して

いきたい。 

 

■改善のうえで継続ー効率化する 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 401103 日常生活サポートサービス事業 健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 

2 401108 
生活支援ショートステイサービス

事業 
健康長寿部長寿支援課高齢福祉係 

第 9期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定する中で、社

会情勢の変化や費用対効果、代替可能な類似サービスの存在、

公平性の観点から見直しを検討する。 
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 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

3 703204 橋りょう長寿命化事業 都市整備部道路公園課工務担当 
経験のある職員の採用や、国や県が実施する研修に積極的に参

加し、職員の技術力向上に努める。 

 

■他の事業に統合 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 101301 武蔵野線旅客輸送改善対策事業 政策室企画担当 令和 5年度から公共交通対策事業に統合する。 

2 101402 被服貸与事務 政策室職員担当 
対象者が同一であり安全衛生事業に含まれるため、「安全衛生

管理事務」に統合する。 

3 101404 職員互助会支援事務 政策室職員担当 職員の福利厚生事業として「安全衛生管理事務」に統合する。 

４ 101407 表彰事務 政策室職員担当 

市で行う表彰は、市政に功労顕著な者等を表彰するものであ

り、対象には職員も含まれることから、「人事管理事務」に統

合する。 

 

■廃止・休止 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 905102 参議院議員選挙執行事業 選挙管理委員会選挙係 
参議院議員の任期は 6年であるが、3年ごとに半数の改選が行

われるため、次回は令和 7年度である。 

2 905103 市長選挙執行事業 選挙管理委員会選挙係 長の任期は 4年のため、次回は令和 8年度である。 

3 905105 市議会議員補欠選挙執行事業 選挙管理委員会選挙係 辞職に伴う補欠選挙であり、今後は未定である。 
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■終了・完了 

 事務事

業No, 
事務事業名 所属部署名 説明 

1 101319 入学等準備応援給付金給付事業 政策室企画担当 ー 

2 301115 
住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金給付事業 
こども福祉部地域福祉課地域福祉係 ー 

3 301116 よしかわ生活応援給付金給付事業 こども福祉部地域福祉課地域福祉係 ー 

4 301117 
電力・ガス・食料品等価格高騰緊

急支援給付金給付事業 
こども福祉部地域福祉課地域福祉係 ー 

5 301118 よしかわ家計支援給付金給付事業 こども福祉部地域福祉課地域福祉係 ー 

6 301207 
新型コロナウイルス感染症生活困

窮者自立支援金支給事業 
こども福祉部地域福祉課保護係 ー 

7 303208 
子育て世帯生活支援特別給付金給

付事業 

こども福祉部子育て支援課子ども給

付係 
ー 

8 303209 
子育て世帯への臨時特別給付金給

付事業 

こども福祉部子育て支援課子ども給

付係 
ー 

9 303210 
ひとり親家庭家計支援給付金給付

事業 

こども福祉部子育て支援課子ども給

付係 
ー 

10 303211 
子どもの未来応援図書カード給付

事業 

こども福祉部子育て支援課子ども給

付係 
ー 

11 403108 
新型コロナウイルス感染症対策事

業 

健康長寿部健康増進課健康づくり支

援係 

新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類へ移行したこと

に伴い、本事業は終了した。 

１２ 602107 プレミアム付商品券発行事業 産業振興部商工課商工観光係 ー 

 

 

 

 


